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研究成果の概要（和文）：非正規雇用労働者の増加による日本の労働市場の二極化に関し、ミクロデータを用い
た実証分析とマクロ経済モデル分析によって、賃金決定から見た非正規雇用労働者の特徴、転職による正規・非
正規移動と雇用形態の持続性、二重構造の観点からの長期雇用慣行の近年の趨勢の検討、非正規就労などによる
経済的リスクと出生率との関係、需要面からの非正規雇用労働増加の要因分解など、さまざまな論点について、
質的・量的な評価を行った。

研究成果の概要（英文）：This research involved various studies on Japan’s non-regular workers. To 
evaluate various problems qualitatively and quantitatively, empirical analysis was conducted using 
microeconomic datasets and theoretical macroeconomic models were also used. They include 
characteristics of non-regular employment based on wage prospects, job transition between regular 
and non-regular jobs, and employment status persistence. In addition, Japanese firms’ long-term 
employment practices were reexamined from the dual structure viewpoint, as well as the effects of 
household economic risks on the fertility rate, and the labor demand factor decomposition of 
increases in the number of non-regular workers. 

研究分野： 労働経済学，マクロ経済学

キーワード： 非正規雇用

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
雇用者の4割近くにまで増加した日本の非正規労働者の特徴と、その増加の要因と影響について、賃金、労働移
動、長期雇用慣行、出生率、労働需要などの多様な観点から、ミクロ経済データによる実証分析を中心に、事実
の提示と量的・質的評価を行った。とくに、現在でも長期雇用慣行は正規雇用労働者において堅固に残ってお
り、非正規雇用の増加は正規雇用部門の縮小を必ずしも意味しないことを示す複数の実証的事実を提示した点
は、雇用政策に対する含意が大きいと考える。また、因果関係に配慮した分析手法によって、量的評価を行って
いる分析も多く、雇用関連政策の効果に対する情報となる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2000 年代以降、日本の雇用者に占める非正規雇用労働者の比率は急速に高まり、2010 年に
は 30%を超えた。こうした非正規雇用労働者の特徴を、経済データに基づいて詳細に分析した
研究は少ない。とくに、非正規雇用と正規雇用は賃金・雇用条件の点で大きな格差が存在する
とされるが、そのような二極化した雇用形態が持続する労働市場の二重構造の理由は明らかで
はない。さらに、非正規雇用増加の原因、構造、波及に関する多様な論点について、労働者と
企業というミクロ的観点、成長と人口に関するマクロ的観点から、データに基づいた分析を進
めるための研究を計画した。 
 
２．研究の目的 
さまざまな公的ミクロデータやパネル調査データを活用し、非正規雇用の賃金決定、正規・非

正規間の労働移動、非正規雇用の増加などについての実証分析を行うとともに、非正規雇用増
加がマクロ経済に与える影響を理論と実証の両面から考察する。また、直接データから把握す
ることが困難な、正規と非正規の雇用の二重構造の発生の仕組みについては、経済実験によっ
て補完する。 
 
３．研究の方法 
(1) 大規模ミクロデータによる正規・非正規雇用の賃金決定、雇用形態間移動の計量経済学的

検証、(2) 二重構造の観点からの長期雇用慣行の近年の趨勢の計量経済学的検討、(3) 非正規雇
用増加のマクロ的影響についての理論的・実証的考察、(4) 経済実験による雇用の二重構造発
生のメカニズムの分析、に焦点を当てた日本の労働市場の二極化の発生と影響に関する分析を
行う。 
 
４. 研究成果 
(1) 賃金関数の観点から、非正規雇用労働者の特徴を、正規雇用労働者との対比において定量
的に把握した。2002 年から 2014 年にかけて行われた首都圏の労働者パネル調査（リクルート
ワークス研究所「ワーキングパーソン調査」）によって、正規と非正規雇用労働者の賃金関数を、
両雇用への就業を内生化したうえで推定した。その結果、以下のことが示された。(a) 正規雇
用労働者の賃金は勤続年数と労働市場経験年数とともに上昇するが、非正規雇用労働者の賃金
は労働市場経験年数のみを反映する。(b) この経験年数のもたらす賃金上昇については、正規・
非正規の雇用形態間で大きな差はない。(c) 企業規模や学歴による賃金差は正規雇用労働者の
賃金のみに存在する。(d)正規雇用労働者の賃金・勤続年数プロファイルは、2000 年代初から
10 年以上安定している。これらの結果は、従来型の年功賃金が正規雇用で安定的に存続し、年
功賃金が適用されない非正規雇用との賃金格差が生じていることを示す。ただし、非正規雇用
においても労働経験を反映した賃金上昇は観測され、一般的人的資本蓄積の機会が存在するこ
とを示唆する。 
 
(2) 学卒直後の就業形態が非正規雇用であると、その後の正規雇用就業確率に長期的に低下さ
せるという「初職効果」が主張されている。(1)と同じ労働者パネル調査によって、労働者の転
職過程における「初職効果」および雇用形態の持続性の有無を、労働者個別の能力や雇用形態
の選好の相違の影響を取り除いた上で検証した。結果は、初職効果は存在するものの、正規就
業確率への量的にみた影響は小さいことを示した。一方、前職雇用形態の転職後雇用形態への
影響は量的に大きく、前職が非正規雇用である場合には、現職も非正規ある確率が高いという
状態依存が存在する。この効果は性別に関わらず観測され、前職が非正規雇用であると、前職
が正規雇用である場合と比べ、正規雇用に転職する確率は 30%から 40%程度低くなる。このこと
から、いったん非正規雇用で就労した労働者は、長期間、非正規雇用を継続することになる。 
 
(3) 長期雇用慣行の近年の趨勢について、複数の政府統計に基づいて 2007 年までのデータで得
られた知見が、2012 年までデータを延長しても妥当することを示した。指標として採用したの
は、十年残存率や非正規比率である。たとえば、初期時点で勤続 5年以上の大卒者の十年残存
率は、20 代後半以降 70%から 80%を維持していた。つまり、リーマンショックを契機とした経
済危機に際しても、日本企業の雇用政策は大きくは変わらなかったことを示しており、日本に
おける二重構造の根強さが垣間見える。また、30%を超えるといわれてきた非正社員比率の増加
は、被用者を母数としたときの統計で、二重構造を増幅したものとして解釈されてきたが、対
人口比でみると正社員比率は減少しておらず、非正社員の増加はむしろ自営業セクターの減少
と軌を一にしてきた。やはり 2012 年までデータを伸ばしても、この点は変わらない。二重構造
の中に自営業セクターを考慮すれば、1980 年代以降の日本の労働市場は、周辺セクター内部の
非正社員と自営業との関係によって特徴づけられるかもしれない。同時に、十年残存率など正
規･非正規間の移動とマネジメントのあり方との関係を探求するためのデータセットの構築も
行った。その分析結果は十分吟味されていないが、基本的には「良い」と定義されるマネジメ
ント下においては、労働者の流出入が減少し、過度の離職入職が抑制される可能性が確認され
た。この点は、「良い」とされるマネジメントと長期雇用慣行との親和性を示唆しており、さら
なる分析が期待される。 



 
(4) 非正規雇用と並んで、長期失業者の増加も懸念されている。長期失業の発生要因として、
失業期間が長くなるほど就業確率が低下するという「失業の期間依存」の可能性が指摘されて
いる。労働者ミクロデータ（総務省「労働力調査」の個票データ）によって、失業の期間依存
効果の検証とその量的評価を行った。その結果は、失業の長期化は、就業確率を低下させるこ
とを示した。量的には、失業期間が 1年を超えると、1年未満の場合と比べて、就業確率が 7.5%
程度低下する（約半分になる）と評価される。今後は、失業の期間依存の原因についての分析
を行うとともに、非正規雇用についても同様な期間依存の構造がみられるかどうかという検証
や、長期失業増加と非正規就業増加の関係性の分析への拡張が期待できる。 
 
(5) 非正規雇用労働者の増加に伴う雇用不安定化が、出生率などを通じて経済に与える長期的
な影響に関する次のような分析を行った。(a) 1990 年代以降の持続的な経済低迷と失業・非正
規雇用の増大に着目し、1990 年から 2006 年の家計パネルデータ（「慶應義塾家計パネル調査」）
によって、男女の家庭内の役割の差異を明示的に考慮して、経済的リスクの増大が出生率に対
して及ぼす効果を推定した。主な結果は、男性の雇用情勢の悪化は結婚率の低下をもたらすの
に対し、女性の雇用情勢の悪化は既婚家計内における出生率の上昇をもたらすことが示された。
また、仮に雇用情勢が 1995 年以降も 1980 年代と同一水準にとどまっていたとしたなら日本の
総出生率は現実に観察されたものより 10％から 20％低くなっていたとの推定結果も得られた。
(b) 社会的厚生の観点から最適な出生率に関して理論的に研究を行い、生産や選好に関する現
実的なパラーメータの下で、先行研究では最適であるとされていた出生率が実際には達成不可
能である場合があることを示した。(c) 雇用二極化と関連して、所得格差の研究も行った。国
際的分業体制下の企業を明示的に考慮したモデルを構築し、先進国の金融市場の発達が所得格
差を拡大する可能性があることを示した。 
 
(6) 非正規雇用労働者が急速に増加した要因を、企業パネルデータ（経済産業省「企業活動基
本調査」の個票データ）によって、労働の需要サイドから検証した。非正規雇用の需要に影響
する可能性のある多様な企業個別要因をデータから推定するに際し、それらでは把握できない
要因（個別効果）について考慮するため、非線形パネル推定を行った。その主な結果は、(a) 考
察した 2つのタイプの非正規雇用、すなわちパートタイム労働者と派遣労働者、の間で、企業
の需要行動は大きく異なっており、非正規雇用という区分で一括りにできない。(b) パートタ
イム労働のミクロ需要は、個別企業の需要要因で説明できない増加トレンドを持ち、それは女
性の労働供給の増加と相関が高い。(c) 派遣労働のミクロ需要についても、個別企業需要要因
の説明力が小さい点は、パートタイム労働の需要と共通だが、高齢者と女性の労働供給の増加
は、派遣労働のミクロ需要に負の効果を示す点で異なる。(d) 個別企業の非正規労働需要の異
質性は大きく、それは観測される要因では説明できない。すなわち、非正規雇用労働者の増加
を、限られたいくつかの需要要因の変化で説明することはできないことが示された。 
 
(7) (2)で統計的に検証されたように、労働者の能力や選好等の違いを除いても、非正規雇用か
ら正規雇用へ転職する確率は低い。その理由を探るため、労働マッチングに関する経済実験を
実施した。Matsushima,(1991),“Long-term Partnership in a Repeated Prisoner's Dilemma with 
Random Matching,” Economics Letters,34(3),を基礎に、繰り返しゲームにおける長期的パー
トナーシップ形成の実験を、労働市場を念頭に行った。実験結果からのフィードバックを得て、
日本の取引慣行を考慮する形で実験の修正を加えつつ、2016 年、2018 年に複数回実施した。予
想と異なる結果の原因について考察するなど、現在も実験結果の分析が進行中であり、本科研
費研究期間中に結論を導くまでに至らなかったが、今後も解析を継続する計画である。 
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